













































平成 23年度の新規受刑者 25,499人のうち知能指数相当値 69以下の受刑者は 5,532人で，全体
の 21.7%，全国 15ヵ所の刑務所の抽出調査では，全受刑者 27,024人のうち知的障害のある受刑




























































罰金刑は，平成 18年法律第 36号「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律」（平成 18年 5










































































































































































































































 1） 犯罪白書 23年版　http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/58/nfm/mokuji.html
 2） 犯罪白書 20年版　http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/58/nfm/mokuji.html
 3） 法務省『矯正統計』平成 23年度，2012年　http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat
 4） 平成 24年版　高齢社会白書　http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2012/gaiyou/s1_2_1.html
 5） 平成 18年 4月 28日第 1673号法律新聞掲載記事参照　改正当時において，平成 16年の万引き
の検挙数は約 7万 7千人となり 10年間で倍増していた。
 6） 罰金刑の分納・延納は徴収事務規程（法務省訓令）において認めている。平成 20年 11月 28





































を科さないとするものである（刑法 25条 26条 27条）。
 9） 鴨下守孝ほか『改訂矯正用語辞典』（東京法令出版 平成 21 年）169 頁
10） 森本正彦　「刑の一部執行猶予制度・社会貢献活動の導入に向けて」『立法と調査　2011.7　
NO. 318』　P. 60　参議院事務局企画調整室編集　佐伯仁志「刑事制裁・処遇のあり方」『ジュ
リスト』NO. 1348（平 20.1）P. 90, 91
11） 藤本哲也　前掲 7）P299-300　2008年。
 　この制度は，その作業内容として，① 老人・知的障害者等の施設の塗装・庭園作業，② 子
供用の遊技場の設置，③ 器楽演奏による施設慰問，④ 少年のスポーツ競技の相手，⑤ 困窮
家庭の家屋の修理，⑥ 道路の整備，⑦ 病院の庭仕事，⑧ 老人ホームでの介護・手助け，
⑨ 駅舎の清掃，⑩ 海岸や地域の路上清掃，⑪ 自動車整備・印刷作業，⑫ 草刈り等多彩なプ
ログラムが準備されている。
12） 毎日新聞「取材前線 :『障がい者審査委員会』試行長崎発，新たな支援の形」2012年 6月 18
日（http://osaka-ikuseikai.or.jp/sonota/file）　長崎新聞「連載 : 居場所を探して累犯障害者たち」













14） 長崎新聞平成 24年 7月 25日　藤本哲也「わが国の矯正施設における知的障害者の実態調査」
厚生労働科学研究『罪を犯した障がい者の地域生活支援に関する研究』平成 18年度総括・分
担研究報告書，2007年 http://www.airinkai.or.jp/hasshin/kenkyu/tsumi/pdf/h18/02_Ol_fujimoto.pdf
 男性は釈放後，社会福祉法人南高愛隣会（田島良昭理事長）が運営する雲仙市瑞穂町の更生保
護施設「雲仙・虹」に入所。今後，同施設が作成した更生支援計画に基づき，再犯防止の支援
が行われるという。
15） 渡辺信英「更生保護制度」南窓社　P. 11　2011年
